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工業産品の数量や価値 ･各種産業別生産価値 ･工業品の輸出入額 ･金融の融資先 ･工業資本の


























表1 台湾工業生産の増大状況 (年平均) (単位 ‥100万円)
年 度 総 計 農 業 鉱 業 漁林業
工 業1915-19 262.7 144.5 7.2
9.1 101.91920-24 411.5 207.0 1
2.0 23.0 169.51925-29 559.0 29
3.6 16.8 31.8 216.81930-34 525
.5 255.8 15.5 26.5 227.71935-39 9010 4327 396 41 380









表 2 日本人と台湾人の株式会社への投資額 (1929年) (単位‥1000円)
種 別 日本 人 台 湾 人 其 他
合 計農 業 4,434 4,962
4 9,400工 業 180,497 16,786 1
,658 198,941商 業 23,128 28,
082 2,033 53,243交 通 業 3,186 2,571 25 5782
水 産 業 2,258 1,190 20 3,468
鉱 業 12,243 3,441 1,422 17,1







の株式会社への投資額 (単位‥1000円)年 度 日 本 在台日
本人 台 湾 人 其 他1938 253,376 80,65
0 38,249 1,9851939 272,728 9
2,390 39,094 2,1871940 303,5
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表4 台湾の工場数と職工数 (1931･1938年) (単位 ‥工場数は場,職工数は人)
1931年 1938
年工 業 の 種 類 工 場 数 職 工 数 工 場
数 職 工 数紡 績 工 業 57 1,886
80 3,537金 属 工 業 109 1
,060 134 2,697機 械器 具 工 業 1
68 1,705 296 5,135窯 業 589 7464 65 1037
7化 学 工 業 388 3,380 459 5,03
5【製材及木製品工業 248
1,689 406 3,285印 刷 製 本 業 2
0 3,237食 料 品 工 業 3,993 33
,396 5,489 55,788其 の他 の工 業











表5 1938年末の台湾機械工場分析 (単位 ‥場数)
工 場 の 種 別 工場主 大 中 小
総計逮 中 近 小計 逮 中 近
小計 逮 中 近 小計原 動 機 製 造 業 台湾人 1 001 2 002 2 5 5 12 15
日本人 1 1 01 01 2 3 0
5 7車 輪 製 造 業 台湾人 0000001 1 10 9 ll 30 31日本人 1 1
1 2 3 4 3 2 9 13食料品製
造加工用機械器具製造業 台湾人 1 001 2 2 1 5 2 5 6 13 19目元 2
1 03 2 002 1 2 03 8造 船 業 台湾人 0000002 2 1 2 1 4 6日本人 2 2 1 5 6 2 1 9 9 4
2 15 29調車,歯車,車輪車軸 軸承製造業 台湾人
001 1 1 01 2 1 1 02 5
電気用機械器具製 造 業 台湾人 000000000101 1日本 1 1
1 011 1 1 3 5電 池 製 造 業 台湾人 000000 003 0
3度量衡器製造
業 台湾人 00000000001 1 1日本
101 2 0101 3農業用機械器具及土 工 具 製 造 業 台湾人 1001 1 0 1 8 5 14 17日本 01
01 00OFo2総 計 9 4 3 16
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表6 1940年 ･41年の台湾工業 (単位 :場数)
日本人経営 台湾人経
営1940年3月 1941年3月 1940年3月 19
41年3月繊 維 工 業 8
5 23 16金 属 工
業 5 3 32 33機 械 器 具 工 1 16
64 68窯 業 7 6
22 19化 学 工 業 19 1
5 20 18製材及木製品工業
15 22 83 69食 料 品 工 業 6 51 29 1





















表7 各年末時点での台湾の道路延長と道幅 (単位 :kn)
年 次 道 幅 合計k
m幅1.8m未満 幅3.6m未満 幅5.5m未満 幅7.3m未満 幅
7.3m以上1899 4748 1296 342 1
77 161 67241900 4787 1378
420 161 149 68961901 5192
1756 452 196 114 77091902 5699 95 503 208 8
3181903 5534 2871 813 314
79 96101904 4666 3468 954
353 90 95321905 4552 3688
1547 550 326 106631906 4497
3837 1649 558 334 108751907 4489 762 77 0 50 93
01908 4473 3731 1783 534 31
8 108391909 4308 4316 1956
628 322 115311910 4952 4485
2030 499 157 121241911 4469
4406 2337 428 228 118681912 4469 399 64 63 165
601913 4477 4383 2392 514 1
37 119041914 4446 4375 2439
514 279 120531915 4446 4351
2482 538 295 121121916 443
0 4344 2490 550 302 121161917 443 71 51 14
1751918 4430 4375 2553 550
322 122301919 4430 4375 2557
550 326 122371920 4269 4497
2553 569 424 123121921 4866
4646 3012 640 683 138481922 4764 5011 91 75 774 4390
1923 4764 5003 3059 746 801 1
43741924 4748 4933 3008 758 1
041 144881925 4854 4882 3067
833 1127 147631926 4858 4752
3138 986 1202 149361927 4626
4709 3142 1001 1300 147781928 4418 25 10 217 642 511
21929 3621 4497 3248 1304 2180 14849
930 3617 4245 3275 1536 2419 150931 1 224 132
3311 1571 2608 148451932 3048
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表8 乗合自動車の通行可能な道路 (1931年 1月時点) (単位 ‥km)
州 庁 別 乗合自動車許可道路延長 同上以外ニ自動車通行シ得ル道路延長
合計台 北 州 372.2 245.9
618.0新 竹 州 294.6 17
3.6 468.2台 中 州 754.3
503.9 1258.2台 南 州 123
5.2 740.9 1976.2高 雄 州 5545 406,8 61
.2台 東 庁 78.5 99.8 1
78.3花蓮港庁 36.8 1
50.9 187.8落 潮 庁 25.7
27.2 52.9総 計 3351.9 2349,0 57008出典 :台湾総督府交通局総務課 『自動車に関する調査』(同局,1932年
)P.1090備考 :原義の単位は哩｡ 1哩-1.609Kmで換算した｡
表9 自動車使用別発達状態年次 乗 用 貨 物 特殊 合計 乗合自動車自 家 用 営 業 用
自 家 用 営業用 経営者数 路線数 キロ数官庁用 其 他 ノヾ ス ハイヤ
- 官庁用 其 他1912 2 1 6 17.1
1913
7 1 6 17.11914 2 7 29
.01915 7 1 6
17.11916 8 0 0
0.01917 10 000.01918 19 0
0.01919 4 6 10 10 1 0 5 036
2 4 39.11920 7 8 10 21 1 0 5 052 2 5 71.81921 10 7 15 25 3 6
8 074 5 9 93.51922 12 8 23 25 3
7 5 5 88 8 12 157.81923 21 ll 47 33 0 8 5 7 132 18 17 214.21924 22 9 70 44 115 8 10 179 37 30 419.81925 33 14 121 5
0 1 16 24 20 279 49 39 651.61926 42 20 25
9 102 2 16 50 28 519 57 86 1401.91927 65 50 344 9 10 3 108 45
850 90 139 2117.61928 78 84 511 344 30 48 207 45 1347 128 25 32248
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表10 存続中の ｢林本源同族｣の事業会社(1941年頃)
直系傍 会 社 名 責任者 役職 設立年 額 面資本金 払 込資本金 営業
内容,その他直系 大 永 興 業 ㈱ 林熊徴 社 長 1921 5000
1250 貸地業,販売業林本源相記産業㈱ 林相毒 社 長 192
2 2000 700 貸地業,販売業大 有 物 産 ㈱ 林熊徴
社 長 1922 3000 900 貸地業,販売業朝 日 興 業 ㈱ 林熊光 1 35
林 本 源 興 殖 ㈱ 林拍寿 社 長 1923 1000 250 貸地業,販売業本源維記興業 祖毒 2 50
,販売業,社債.有価証券割引福 興 建 業 ㈱ 林熊光 社 長 1934
200 50 貸地業,販売業㈱ 新 集 益 商 行 林祖謙 社 長 1940 198 148.5 和洋雑貨仕入 .
販売傍系 打 狗 土 地 ㈱ 許 丙 監査役 1907 500 ワ㈱
台 湾 商 工 銀 行 林相毒 取締役 1910 5000 2590
台 湾 興 業 信 託 ㈱ 林熊徴 取締役 1912 1
000 250 顔族系,許丙が相談役台 湾 煉 瓦 ㈱ 林熊徴 取締役
1913 3000 1335 後宮系㈱ 高 砂 鉄 工 所 許 丙
顧 問 1917 180 120 華族系台湾日日新報社㈱ 林熊徴 監査役 898 100 70 19
11年参加台 陽 砿 業 ㈱ 林熊徴 取締役 1918 10000
7000 顔族系日 本 拓 殖 林熊徴 社 長 19 20 15
0 後宮系㈱ 華 南 銀 行 林熊徴 総 理 1919 2500 18
75 白銀系大成火災海上保険㈱ 林熊祥 取締役
1920 5000 1250 三菱系㈱ 興 南 新 聞 社 林相毒 取締役 9 32.5 ? 1941年2月11
日名称変高 雄 産 業 ㈱ 林熊祥 取締役 1933 100 100
石炭製造販売,土着系台 湾 麻 袋 ㈱ 許 丙 顧 問 1939 180 45 顔永富社長
常 盤 住 宅 ㈱ 林相毒 取締役 1940 180 ? 住友建築,地場日系
台 北 交 通 ㈱








直系傍 会 社 名 責任者 役 職 設立年 額 面資本金 払 込資本金 営業
内容,その他直系 大 安 産 業 ㈱ 林献堂 取締役社長 1930 2000
1240 土地建物売買三 栄 拓 殖 ㈲ 林契龍 社 長 1942
195 195 土地開墾ならびに売買傍系 ㈱ 彰 化 銀 行 林献堂 取 締 役 1905
4800 2840 1935年より終戦まで取締役就任台 湾 製 麻 ㈱ 林献堂 社 長 1912 14 ? 42
年6月退任海 南 製 粉 ㈱ 林献堂 監 査 役 1919 750
? 日系資本㈱ 華 南 銀 行 林献堂 監 査 役 1919
2500 1875 台銀系大成火災海上保
険㈱ 20 5000 ? 三菱系霧峰
信用購販組合 林幼春 理 事 1921禎 祥 拓 殖 ㈱ 烈窒 取締役
社長 1922 1000 1000 土地開墾大 東 信 託 ㈱ 林献堂 社 6 25 625 1944年8月台湾信託に
被合併五 郎 合 資 会 社 林階堂 代 表 1926 100 100 土地 .有
価証券売買㈱ 興 南 新 聞 社 林献堂 顧 問 1929
302.5 ? 取締役に林雲龍三 五 興 業 栴)林階堂 社 長 1942
196 196 造林,開墾出典 :表10と同じ｡ 表12 存続中の ｢陳中和同族
｣の事業会社(1941年頃)直系傍 会 社 名 責任者 役職
設立年 額 面資本金 払 込資本金 営業内容,その他直系
陳 中 和 物 産 ㈱ 陳啓川 専務取締役 1922 1200 1200
社長に熊野啓蔵三 文 興 業 ㈱ 陳啓安 取締役社長 1941 1
20 60 木材 .製材業㈱ 興 南 製 作 所 陳啓雲
取締役社長 1939 100 44 劇場経営傍系 ㈱ 華 南 銀 行 陳
啓峰 取 締 役 19
19 2500 1875 台銀系大成火災海上保険㈱ 陳啓貞 取 締 役 192
0 50 6250 三菱系興 南 新 聞 社 啓川 締 役 2 3
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表13 存続中の ｢華顕栄同族｣の事業会社(1941年頃)
直系傍 会 社 名 責任者 役職 設立年 額 面資本金 払 込資本金 営業
内容,その他直系 ㈱ 高 砂 鉄 工 所 華顔氏碧霞 社 長 1917 18
0 135 取締役に許丙台 陽 漁 業 ㈱ 華 振 甫 社 長 1
919 200 50 取締役に華清松台 洋 漁 巣 ㈱
華 振 甫 社 長 1919 200 64.5中 部 漁 業 ㈱ 22 55 30 取締役に華清松
大 和 興 業 ㈱ 華 振 甫 社 長 1925 1000 500 土地開墾,栽培
大 和 拓 殖 ㈱ 華 振 甫 社 長 1933 1200 1200
製糖業,土地建物売買,賃貸集大成材木商行 偉 甫 38 300 180
木材販売㈱ 大 裕 茶 行 華 振 甫 社 長 1938 30
0 150 専務取締役に華偉甫,製茶輸出入,大連市に支店
大 査 殖 産 ㈱ 華 振 甫 社 長 1941 160 40
農場経営㈱ 顕 明 物 産 華 斌 甫 代表取締役 1939
100 25 債権売買大 和 物 産 ㈱ 華 振 甫 社 長 19
42 180 90 農林業有 邦 工 業 ㈱ 華 斌 甫 社
長 1943 180 90 材木,繊維製造傍系 台 湾 麻 袋 ㈱ 華顔氏碧霞
取 締 役 1939 180 ? 土
着系天 然 セ メ ン ト
㈱ 華 偉 甫 取 締 役 1940 195 49 日系台湾植物繊維興発
斑 甫 取 締 役 1941 150 ? 植物繊維業, 日系と合資台湾赤糖同業組合 華 偉










直系傍 会 社 名 責任者 役職 設立年 額 面資本金 払 込資本金 営業
内容,その他直系 台 湾 興 業 信 託 ㈱ 顔欣賢 常務取締役 191
2 1000 250南 邦 交 通 ㈱ 顔徳修 社 長 191
600 600 地場日系と共同出資台 陽 砿 業 ㈱ 顔欣賢 社 長
1918 10000 7000 顔徳修が取締役に台
陽 拓 殖 ㈱ 顔欣賢 社 長 1922 1000 250 貸地業和 隆 木 材 36 2 0 材木 ,家族
が全役員を占める㈱ 徳 大 公 司 顔徳修 社 長 193
8 100 25 海運,開墾業基 隆 軽 鉄 ㈱ 顔欣賢 社 長 1912 6 450 運輸業
顔 斗 猛 興 業 ㈱ 顔欣賢 社 長 1940 100
40 不動産業蘇 湊 造 船 ㈱ 顔欣賢 会 長 1943 1000
?東 洋 窯 業 ㈱ 顔欣賢 社 長 1944 180傍系 台 湾 土 地
建 物 ㈱ 顔欣賢 取 締 役 1909 1500 1500 不動産業
基 隆 炭 砿 ㈱ 顔欣賢 代表取締役 1918 7000 7
000 日本人 1人が代表取締役にある大成火災海上保険㈱ 顔欣賢
取 締 役 1920 5000 1250 三菱系㈱ 華 南 銀 行
顔欣賢 監 査 役 1920 2500 1875 台銀系瑞 芳 営 林 ㈱ 取 締 1 10 350 日系と共同出資
佑)基隆商工信用組合 顔欣賢 組 合 長 1922 - - 監事に顔冶海など
中 台 商 事 ㈱ 顔徳修 取 締 役 1926 1000 750 石炭採
掘並びに販売台 湾 電 化 ㈱ 顔欣賢 取 締 役 1935 2000 1000 台竃
,電化系台 湾 船 渠 ㈱ 顔欣賢 取 締 役 1937 5000 5000 基隆船渠㈱の改
組,≡菱重工乗取台北州自動車運輸㈱ 顔欣賢 取 締 役 1938 1500
750 中辻系金 包 里 開 発 ㈱ 顔欣賢 取 締 役 1939 150
90 レジャー,監査役に顔冶海 .顔徳修台 湾 化 成 工 業 ㈱ 顔欣賢 取 締 役 1939 7500 625 石灰石採取 .販売
,台描 .
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(1)唐家の事例
上述の通り,この工業化期に経営の規模拡大を開始し,戦後の民間工業の有力な担い手となっ
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表16 日本植民地時代社会指導者の学歴状況 (単位 ‥人数)
学歴別 1910年代 1930年代前期 1940年代前期
備 考漢 学 146 256 64 科挙功名者も四書五経に通
じるのみも含むo公学校 33 110 201 国語伝習所,公学校
速成.補習.高等科を含むo中 学 6 74 235 普通中学,職業学校,農事試験場,工業講
習所,神学校,日本の中学留学を含むo師 範 1
9 170 219 国語学校各部を含む○専 科 3 23 台湾の農林,工業,商業専門学校と台北帝大占
医学校 70 150 251 台湾総督府医学校
,医専のみo留 学 3 179 377 専科程度以上の












































































































5)溝口敏行 『台湾 ･朝鮮の経済成長- 物価統計を中心として』(岩波書店,1975年)0
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15)徐照彦,前掲書,P.445-446｡
16)徐照彦,前掲書,P.4390





からの聞き取り調査 (1985年4月実施)である ｢唐伝宗先生訪問記録｣および,唐伝宗の妻子 ･
友人や民営時代の唐栄鉄工廠の従業員からの聞き取り調査 (1992年8月から12月に実施)である
｢相関人物訪問記録｣と付録資料からなる｡なお ｢唐伝宗先生訪問記録｣の要約である許雪姫


















































































工場ノ名称 工場ノ所在地 工場主ノ住所及氏名又-名称 生産品名 職光数 事業開始年月
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地主系土着資本が多数参加している企業が存在する｡また (表10)のように台湾興業信託㈱や台
陽鉱業㈱のように林本源同族が顔同族の企業に参加を続けている0
77)新光については,呉火獅 『台湾の獅子』(講談社,1992年,日本語版)を利用した｡なお上述の
『台湾文献書目解題』(二)では原文の中文版(『半世紀的奮闘- 呉火獅先生口述伝記』(允農文
化公司,1991年)について紹介しており,高い評価を与えている｡
78)王永慶 (1917-)についての一般向きの解説は,若林正丈はか編,前掲書,P.132に記載されて
いる｡なお台湾プラスチックの創立は,アジア経済研究所,前掲書,P.197によると,ちょうど
1954年である｡
79)劉進慶,前掲書,P.275･281-2850
80)若林正丈 ｢総督政治と台湾土着地主資産階級一一公立台中中学校設立問題 :1912-1915年｣(『ア
ジア経済』第29巻第4号,アジア経済研究所,1983年)｡
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